
様式第１号
令和 年 月 日

一般財団法人下妻市開発公社
理事⾧ 菊 池 博 様

住所又は所在地
商号又は名称
代 表 者 氏 名 印

競争参加資格確認申請書

令和 7年 12月２日付で公告のありました下記工事について、一般競争入札に参加する資
格について確認されたく、下記の書類を添えて申請します。
なお、地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の四に規定する者でないこ

と、並びに添付書類の内容については事実と相違ないことを誓約します。

記

(1) 工 事 名 7中央・工事第 31号 糸繰川護岸工事

(2) 添付書類 ① 主任（監理）技術者の配置届（様式第 3号）
(2) 添付書類 ② 配置予定技術者の資格を証する書面の写し（A4）
(2) 添付書類 ③ 経営事項審査結果通知書の写し（A4）

（注 1）この申請書提出の際、競争参加資格確認通知書（様式第2号）に「住所、会社名、
代表者名」を記入したもの１部、及び競争参加資格確認通知書の送付に使用する返信用
の⾧４号又は⾧３号封筒（簡易書留料金分を加えた料金の切手※を貼り、返信先宛名を
記載したもの。）を１部提出願います。

（注 2）本工事の配置予定技術者が他工事の配置予定技術者と重複している場合には、別紙
「主任（監理）技術者重複申請書」を提出すること。
※ 1～3件：460 円

（記載されている料金は目安であり、封筒等の大きさ等により切手料金が前後することが
ある。）



様式第２号

競争参加資格確認通知書

令和 年 月 日

住所又は所在地
商号又は名称
代 表 者 氏 名 印

一般財団法人下妻市開発公社
理事⾧ 菊 池 博

先に申請のあった下記工事に係る競争参加資格について、下記のとおり確認したので、
通知します。

記

(注 1) 競争参加資格が無いと通知された方は、下妻市開発公社に対して競争参加資格が無
いと認めた理由について説明を求めることができます。
この説明を求める場合は、令和 7年 12 月 18 日(木)までに下妻市開発公社へその

旨を記載した書面を提出して下さい。
(注 2) この工事は建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（平成 12 年法律第 104

号）に基づき、分別解体等及び特定建設資材廃棄物の再資源化等の実施が義務付け
られた工事であるため、契約に当たり分別解体等の方法、解体工事に要する費用、
再資源化等をするための施設の名称及び所在地、再資源化等に要する費用を建設工
事請負契約書（以下「契約書」という。）に記載する必要があることから、設計図
書等に記載された処理方法及び処分場所等を参考に積算した上で入札すること。ま
た、分別解体等の方法等を契約書に記載するために、落札者は、落札決定後に発注
者と協議を行うこととする。

入札公告日 令和 7年 12月 2日（火）

工 事 名 7中央・工事第 31号 糸繰川護岸工事

開札
日時
場所

令和7年12月 24日（水）午前９時
一般財団法人下妻市開発公社事務所 下妻市役所企画課内

無競争参加
資格の有無

有

無

競争参加資格がないと
認めた理由



様式第３号

会社名：

歳

現在の従事工事

工 事 名

工 事 場 所

元請・下請別 元請 ・ 下請

請 負 金 額 千円

～

（      日間)

１  現場代理人

２  主任技術者

３  監理技術者

工事の概要及

び技術的特記

事 項

現場代理人、主任技術者又は監理技術者の配置予定者をこの様式にて提出すること。

専任の現場代理人・主任技術者・監理技術者の配置予定調書

〔                   〕

区 分 現場代理人 ・ 主任技術者 ･ 監理技術者

氏 名 年  齢

所 属 会 社

勤 務 場 所

現 住 所

資 格

参考となる学歴及び経歴

参 考 と な る 工 事

元請 ・ 下請 元請 ・ 下請

千円 千円

～ ～

（      日間) （      日間)

１  現場代理人 １  現場代理人

２  主任技術者 ２  主任技術者

３  監理技術者 ３  監理技術者

工 事 期 間

担 当 分 担

工

　

　

　

　

事

　

　

　

　

概

　

　

　

　

要


